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新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム (第3R)

「保護者制度・入院制度の検討」に係る第 1回作業チーム 資料

資料 1 今後の検討体制・スケジュールについて

資料 2 保護者制度について

資料 4 保護者制度の見直 しについて (各論ごとの検討 )

参考資料 1 入院制度について

参考資料 2 海外における入院医療に関して

※ 資料 3「第 3R構成員からの主な意見」は除 く



第 1回 保護者制度・入院制度に関する作業チーム

平成 23年 1月 7日       1  資料 1

今後の検討体制・スケジュール
について

厚生労働省精神・障害保健

精神保健福祉施策の改革ビジョンの枠組み

※平成16年9月 精神保健福祉対策本部 (本部長 :厚生労働大臣)決定

精神保健福祉施策について1黙 貯医療中lいから摯,生活中心べ」|1改革を進めるため、|
①菌良の理解め探iビt②藉神医療の改革tl‐③地域生活支援の強化を今後■0年間で進める:

※上記により、今後10年間で、受入条件が整えば退院可能な者約7万人について、解消を図る。

国民の理解の深化

「こころのパリアフリー宣言」
の普及等を通じて精神疾患
や精神障害者に対する国民

の理解を深め

地域生活支援の強化

相談支援、就労支援等の施設

機能の強化やサービスの充実

を通じ市町村を中心に地域で

安心して暮らせる体制を整備す

る

救急、リハビリ、重度など

の機能分化を進めできるだ

け早期に退院を実現できる

体制を整備する

基盤強化の推進等
・精神医療・福祉に係る人材の育成等の方策を検討するとともに、標準的なケアモデルの開発等を進める
・在宅サービスの充実に向け通院公費負担や福祉サービスの利用者負担の見直しによる給付の重点化等を行う

「入院医療中心から地域生活中心へ」という
精神保健福祉施策の基本的方策の実現
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『 精 神 保 健 医 療 福 祉 の 更 な る 改 革 に 向 け て J欄 要

γ「今後の精神保健
「

療福祉のあり方等に関する検討会」報告書 (座長:樋口輝彦 国立精神・神経センター)～

「精神保健医療福祉の改革ビジョン」(平成 16年 9月 から概ね 10年間 )の中間点において、

後期5か年の重点施策群の策定に向け、有識者による検討をとりまとめ 【平成21年9月 1

◎ 精神疾患による、生活の質の低下や社会経

済的損失は甚大。

◎ 精神障害者の地域生活を支える医療・福祉等

の支援体制が不十分。

◎ 依然として多くの統合失調症による長期入院

患者が存在。これはt入院医療中心の施策の

結果であることを、行政を含め関係者が反省。

● 「改革ビジ当ン」の「入院医療中心から地域生活中心ヘ
ヽという基本理念の推進
● 精神疾患にかかつた場合でも

・質の高い医療′
・症状・希望等に応じた、適切な医療・福祉サービス

を受け、地域で安心して自立した生活を継続できる社会

● 精神保健医療福祉の改革を更に加速

▲

７

目標個

●統合失調症入

院患者数を15万

人に減少くH26>

●入院患者の退

院率等に関する

目標を継続し、
精神病床約7万

床の減少を促進

F精神保健医療福祉の更なる改革に向けて』:      
平成21年9月24日      :

今後の精神保健医療福祉のあり方等印 する検討会報告書 (抄 )

V今後の課題         ′

1.精神保健福祉法に関する課題

°
1蠍呵電3易鯉赫塁  熱喜爛 どこ理露禦当折、観

蘊石藝が日 にお IIス措油保健医繕福力}詢菫め撥現募膳圭テつつ _漱喜た目宿レ 行っ

ていく必要がある。

O精 神保健福祉法に基づく各種制度のうち、雌 :■ ■腱麗結 rr ttr+ス麗膚浬義■諄釧膳

のあり方や、保護者制度のあり方、精神医療審査会の機能の充実についてはも過去の
0,

○ また、現状においては、繕置ス院制麿や申請口通報制度、移送制度等の運用状況につい
そ。都道府県等によつて天≡な違ぃがみられているがt精神医療を必要とする者につい
て、人権や本人の安全性に配慮しつつ適切に医療につなげていく観点からは、豊地量二五
Lヽそ薔Tに痙日きれるべ書ものである。

○ これらの課題については、本検討会においても議論を行い、
口 蒙 格 が 医 宿 優 肇 ■臨 ル Lヽう職 湘lス 臨 の 回 音 書 ルた る 割i麿 につ い て 景古 オペ 善

口倶妻者割麿は^麦格と措油瞳塞者左人製斉あ色組ルなっておこJ^鳳青 [′多行うべ書

口未治療・治療中断等の重度精神障害者に対し地域1生活を継続しながら医療的支援を提

供する体制t通院を促す仕組みを検討すべき

等の意見があつたところである。      ●
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〇 以下の点をはじめとする精神優健福祉法の課題に関する検討の場を設け`検討に

着手すべきである。

・ 家族の同意によるス院制度のあり方について

・ 医 籍 俣 肇 ■膿 へ の 日資 t含 め か保 肇 書 制 麿 の あ こJ斉 につ いて

“未治療・治療中断者等への医療的介入のあり方や、通院医療の位置付けについて
。精神医療審査会の機能を発糧できるための方贅について

・ 情報公開の推進も含めた隔離口身体拘束の最小化を図るための取組について

・ 地域精神保健における市町村、保健所、精神保健福祉センター等の行政機関の役割の

あり方について

○ なお、経肇書薔格が椰われる場合や認如滞宮齢著雲に対するス臨形能のあり方や、

申請・通報制度、移送制度等における関係機関との連携のあり方、個々の患者の病状の

変化に対応した適切な処遇の実施のための方策など、現行制度の改善のための方策につ

いては、随時検討を行い必要な対応を図るべきである。

○第 lR:平成22年 5月 31日 ～6月 17日
→来年度予算編成での具体化を目指し、アウトリーチ体制の具体化など地域精神保健

医療体制の整備に関する検討を実施 (4回議論)

○第2R:平成22年 9月 2日 ～

→認知症と精神科医療に関して検討を実施 (10回 議論)、 12月 22日 中間とりまとめ

○第3R:平成22年 10月 21日 ～

→保護者制度と入院制度について検討を開始(2回議論)

(検討チーム HP)httpプ/wwwomhlw.golip/shing7othenhtm‖ svakai

新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム

平成21年9月 の省内の有識者検討会の報告書などを踏まえ、今後の精神保健医療施
策としての具体化を目指し、当事者`家族、医療関係者、地域での実践者、有識者の

方々からご意見を伺うため、昨年5月 に、「新たな地域精神保健医療体制の構築に向け
た検討チーム」を設置。(主担当:厚生労働大臣政務官)
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(参考) 1 平成22年 6百 iラ 日第4回新たな地域精神保健医療体制あ構築に向けた検討チーム 資料 l 
マ′

精神障害者アウトリニチ推進事業のイメニジ
:~

1 23年度1早表:7億円
|

:

こころの総合支援チ‐ム

(想定されるチ‐ム構成)

ヽ
颯

(参

(都道府県)《25か所・定額補助》

・医療法人等に事業委託
・事業運営に係る評価

ピアサポーター
(当事者)

自ら専門機関に相談することができない者

lξ鶏程司シ

相談支援専門員

(地域の関係機関)

・保健所、市町村
・医療機関
・障害福祉サービス事業所
・介護保険事業所
・教育機関
・地域自立支援協議会等

【特徴】・医療や福祉サービスにつながつていない段階からアウトリーデ(訪問)による支援を行う。

「精神科病院、地域活動支援センタニ等に専従の多職種チームを設置し、対象者及びそ
の家族に対し支援を行う(24時間対応可能)。

家族等から
の相談
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ヾ ..難露駆摺黙轟雖1濾塁象ぐ露轟轟‐農1黒

隋効口答数3.376カ

現状と課題

医療機関を受療する認知症患者は急速に増加傾向°
1

認知症の入院患者約7.5万人のうち、精神病床に入院する患者は約7割を占める°1
約7割近くが、特別な管理(入院治療)または日常的な管理(外 来治療)を要する身体合併症を有しているⅢ2
入院患者のうち、居住先や支援が整えば、近い将来には、退院が可能と回答した患者は約5割。2
精神病院に入院している認知症患者の精神症状等で、ほぼ毎日のものは、「意思の疎通困難」約4割、「徘徊」約3割、「大声」約2割である°3
精神病院に入院している認知症患者のADLは、身体能力として出来るはずのAD日こ比べ、抵抗などを踏まえた実際のADuま、いずれの項目でも困難度は増加率3

・1患者調査 '2精神病床の利用状況に関する調査(平成19年度厚生労働科学研究)'3精神病床における認知症入院患者に関する調査(平成22年 9月 精神・障害保健課)

①
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③
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⑥
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―

―

③ (3)菫
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⑥

身体介重へ0嬌航などを4

0■に 回ヽ穆凛 :冑 [:1:日量優  8

平成8年 平成11年 平成14年 平成17年

¨
■ 輌 轟

認知症の方への支援に当たつては、ご本人の思いを尊重し、残された力を最大限生かしていけるような支援をすることを前提とする。

その上で、認知症患者に対する精神科医療の役割としては、以下の点を、基本的な考え方とすべきである。

① 認知症の早期から、専門医療機関による正確な診断を受けることができるよう体制の整備を目指す。

② 入院を前提と考えるのではなく、地域での生活を支えるための精神科医療とする。その際、アウトリーチ(訪問支援)や外来機能の充実
を図り、本人だけではなく、家族や介護者も含めて支援していく。

③ BPSDや身体疾患の合併により入院が必要となる場合には、速やかに症状の軽減を目指し、退院を促進する。また、そのような医療
を提供できる体制の整備を目指す。

④ 症状の面からみて退院可能と判断される患者が地域の生活の場で暮らせるようにするため、認知症の方の生活を支える介護保険
サービスを初めとする必要なサービスの包括的、継続的な提供の推進等により地域で受入れていくためのシステムづくりを進める。

⑤ このため、退院支援・地域連携クリティカルバスの開発、導入を通じて、入院時から退院後の生活全の道筋を明らかにする取組を進め
る。

⑥ 症状が改善しないため入院の継続が必要な方に対して、療養環境に配慮した適切な医療を提供する。

② 地域の中で、精神科の専門医療機関として、介護や福祉との連携、地域住民への啓発活動に積極的な機能を果たす。

具体的な方向性

2現在入院している認知症患者への対応及び今後症状の面からみ―て退院可「能と
_思われる患者が地域の年活の場で暮らせる|ラ ||するための取組■1111i■ |

(1)認知症に対する医療側と介護側との認識を共有化するための取組

(2)症状の面からみて退院可能と判断される認知症患者の円滑な移行のための受け皿や支援の整備
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